
２　債務負担行為設定理由

３　限度額の積算内訳
4,259,207千円(構築費 634,900千円、運用費 3,624,307千円)

＊運用費の28年度は１ヶ月分。33年度は11ヶ月分。

　【調整の内容】

要求どおり計上。

 

債　務　負　担　行　為　見　積　書
30 年度

局名 総務局 所属名 情報システム課（直通045-210-3306） （単位　千円）

限  度  額

前年度末までの
支 出(見込) 額

特　定　財　源

事
　
　
　
項

自治体情報セキュリティクラウド事業費

左　の　財　源　内　訳

金　　額

2,742,869

当該年度以降の
支 出 予 定 額

-

-

-

平成30年度
～

平成33年度

平成30年度
～

平成33年度

-

県　債

2,742,869

1,281,461
平成28年度

～
平成29年度

1,281,461 234,877

期　間

234,877

期　間

見
　
積
　
額

4,259,207

その他

平成28年度
～

平成29年度

一般財源

2,977,746

国　庫
支出金

金　　額

１　事業の概要

　自治体における不正通信の監視機能の強化等への取組に際し、より高い水準のセキュリティ対策を講じ、インターネット接続
ポイントの集約化やセキュリティ監視の共同利用等を行うために、県が自治体情報セキュリティクラウドを構築し、運用を委託
する。

査
　
定
　
額

4,259,207

　システム開発等業務委託と運用業務委託を合わせて発注することは、経費面、業務面において有効であるため、開発期間１年
と運用期間５年を合わせて６年間の債務負担行為を設定する。

　事業概要等
　

2,977,746
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